
市町村の福利厚生事業の状況 

 

福島県総務部市町村行政課  

 

１ 調査の趣旨 

  地方公共団体が職員のために実施する福利厚生事業は、地方公務員法に基

づいて、地方公共団体が民間企業と同様に雇用主として実施しています。 

  実施にあたっては、「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな

指針」（平成１７年３月２９日付け総務事務次官通知）において、「職員に対

する福利厚生事業については住民の理解が得られるものとなるよう、点検・

見直しを行い、適正に事業を実施すること」及び「人事行政運営等の状況の

公表の一環として福利厚生事業の実施状況等を公表すること」が求められて

います。 

  これらを踏まえ、県内市町村（１３市４６町村）の状況（令和３年４月１

日現在）について調査し、その結果を取りまとめました。 

 

２ 福利厚生制度 

  地方公務員法第４２条の規定により、地方公共団体は、職員の保健、元気

回復等に関する事業を実施しています。 

  ここでいう「保健」とは、職員の健康管理であり、定期健康診断などが典

型的な例です。「元気回復」とは、レクリエーション事業などです。このほか、

さまざまな福利厚生事業がそれぞれの地方公共団体の実情に応じて実施され

ています。 

  これらの事業の実施方法としては、地方公共団体が直接実施する場合と、

職員互助会が行っている場合があり、職員互助会が行う場合には、職員の掛

金のほか公費が充てられている場合があります（互助会が設置されていない

地方公共団体や互助会へ公費を支出していない地方公共団体もあります）。 

 

３ 職員互助会に対する公費支出状況（別表１参照） 

 ○ 県内市町村（一部事務組合等を除く） 

  令和３年４月１日現在、５９市町村中４２市町村で互助会に対する公費の

支出がゼロとなっています。 

 

 

 

 

 

 



                                 （単位：千円） 

 平成29年度決算 令和2年度決算 令和3年度予算 

公費支出総額 

（公費率※１） 

４１，４８１ 

（15.7％） 

４２，７７３ 

（14.5％） 

５２，２５７ 

（17.0％） 

  ※１ 公費率＝公費支出額／（公費支出額＋会員掛金） 

  ※２ 市町村別の内訳は別表１参照 

 

 （参考）全国市区町村（指定都市を除く） 

                                 （単位：百万円） 

 平成29年度決算 令和2年度決算 令和3年度予算 

公費支出総額 

（公費率） 

６，４２３ 

（34.9％） 

５，９１６ 

（34.5％） 

６，３５９ 

（35.3％） 

  ※ 互助会に対する公費支出額には、市町村長部局、教育委員会及び公営企業からの補助

金・委託金等を含む。 

 

４ 互助会に対する公費支出の見直し状況（別表２参照） 

（１） 互助会に対する公費支出の削減をはじめとする見直しが、各市町村で

進められています。 

 

※１ 複数の見直しを実施した団体もあるため、団体数と内容件数は一致しない。 

※２ 例えば、実施していた個別事業の廃止や、互助会等における会員からの掛金のみによる事

業への変更など。 

※３ 例えば、包括補助方式（互助会等の実施事業全体に補助）から、事業補助方式（対象事業

を限定して補助）への変更など。 

※４ 市町村別の内訳は別表２参照 

  



（２） 主な見直しの事例（令和３年度） 

 ① 互助会等が行う個別事業に対する公費支出の廃止：矢祭町 

５ 福利厚生事業の公表状況（別表３参照） 

 

※１ 福利厚生事業の公表状況とは、令和元～３年度に互助会等において実施された、職員に対

する福利厚生事業についての公表状況 

※２ 対象団体とは、令和３年度予算において互助会等に対する公費支出を行っている団体 

※３ 公表団体とは、対象団体のうち互助会等が行う福利厚生事業等を公表している団体 

※４ 市町村別の内訳は別表３参照 

 

６ 公費を伴う個人給付事業の実施状況（別表４参照） 

 
 

※１ 公費を伴う個人給付事業とは、会員に対する現金等の直接給付のみならず、例えば施設利

用料の割引（施設に対して差額を補填）等の間接的な給付を含む。 

※２ 市町村別の内訳は別表４参照 


